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イベント概要 

 

[企業名]  ダイキン工業株式会社  

 

[企業 ID]  6367 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] アナリスト説明会  

 

[イベント名]  サステナビリティ説明会  

 

[日程]   2024 年 1 月 18 日  

 

[ページ数]  56 

  

[時間]   13:30 – 15:08 

（合計：98 分、登壇：45 分、質疑応答：53 分） 

 

[開催場所] ダイキン工業株式会社東京支社（東京都中央区八重洲二丁目 2 番 1 号東京ミ

ッドタウン八重洲 八重洲セントラルタワー37F）、インターネット配信 

  

[出席人数]  会場 34 名、オンライン 100 名 

 

[登壇者]  5 名 

常務執行役員 CSR、地球環境、渉外担当 澤井 克行（以下、澤井） 

執行役員 グローバル戦略本部担当  上原 章司（以下、上原） 

CSR・地球環境センター室長  藤本 悟 （以下、藤本） 

東京支社渉外室担当部長   小山 師真（以下、小山） 

コーポレートコミュニケーション室 経営 IR グループ長 

的場 一裕（以下、的場） 
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[アナリスト名]* 野村證券     前川 健太郎 

キャピタル・インターナショナル     郡司 東彦 

UBS 証券     水野 晃 

マッコーリーキャピタル証券  潘 文束 

ゴールドマン・サックス証券  諌山 裕一郎 

東京海上アセットマネジメント  浅野 建 

 

*質疑応答の中で発言をしたアナリスト、または質問が代読されたアナリストの中で、

SCRIPTS Asia が特定出来たものに限る  
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登壇 

 

門利：本日は皆様ご多用のところ、ご参加いただき誠にありがとうございます。ただいまより、ダ

イキン工業株式会社サステナビリティ説明会を開催させていただきます。 

説明資料につきましては、昨日弊社ホームページ、株主・投資家情報でもご案内させていただきま

したとおり、ホームページからもご確認いただけます。必要に応じて、皆様お手元にご用意くださ

い。 

本日の登壇者をご紹介いたします。常務執行役員 CSR、地球環境、渉外担当の澤井克行です。執

行役員、グローバル戦略本部担当の上原章司です。CSR・地球環境センター室長の藤本悟です。東

京支社渉外室担当部長の小山師真です。コーポレートコミュニケーション室経営 IR グループグル

ープ長の的場一裕です。 

なお、本日登壇を予定しておりました宮住は、体調不良のため欠席とさせていただきます。申し訳

ございません。 

申し遅れましたが、本日の司会進行を担当します、コーポレートコミュニケーション室経営 IR グ

ループの門利でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 
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本日の流れです。最初に、当社を取り巻く情勢とカーボンニュートラルに向けた当社の取り組みと

して、藤本よりご説明します。続いて、先日参加した COP28 について小山よりご報告します。そ

の後、本日のメインテーマでございます、インド市場における当社の取り組みとして上原からお話

しします。 

45 分程度ご説明した後、質疑応答のお時間とさせていただきます。 
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藤本：主に環境を担当しております、藤本でございます。本日はよろしくお願いします。 

私からは、当社を取り巻く情勢とカーボンニュートラルに向けた当社の取り組みということで、総

括的にお話しさせていただきたいと思います。 
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弊社は、左下のグループ経営理念を軸に、右上の地球や都市、人への貢献を、その価値創造という

ことで、下にあります環境ビジョン 2050 や FUSION と連動させながらカーボンニュートラルを進

めております。 
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左の絵が環境ビジョン 2050 で、空気と環境とを両立させるという環境ビジョンです。そのビジョ

ンだけではなく、右下のグラフに書いてありますように、空調市場はどんどん成長するので、なか

なかカーボンニュートラルにもっていくのは難しいのですが、そのシナリオを示しています。 

できるだけ排出量を減らして、最後は削減貢献量という、いわゆる Scope の外での削減に貢献し

ていくシナリオです。 

右下のグラフの緑色部分が製品による排出量削減で、それを支えるコア技術が右上の三つ、ヒート

ポンプとインバータと R32 を中心とする冷媒制御技術です。 
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後ほども話がありますが、近年、COP28 や国連関係あるいは IEA、環境 NGO で空調の重要性が再

評価されてきております。われわれはずっと前から、気候変動における空調は非常に重要であると

主張してまいりましたので、ようやくそれが評価されてきたのかなと思っています。 

その例として、CLASP という環境 NGO によりグローバルで収集・整理されたデータを簡単に紹

介させていただきます。 

エアコンについては省エネ性、効率を 2 倍にすることで、冷媒についてはキガリ改正目標を達成す

ることによって、2050 年には 11 億トンの CO2 が削減できるとしています。また、ヒートポンプ

暖房給湯については、ヒートポンプへの切り替えにより、暖房の分だけで 18 億トン削減できると

いう、大きな削減のポテンシャルを持っているということです。 
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弊社の場合、単に弊社が環境取り組みを行えばいいのではなく、むしろ市場全体を環境に優しいも

のに変えていこうとして、ルール形成や技術支援に努めてきました。 

その結果、現在、インバータ普及比率でいきますと、かなりの地域で 100%近くなってきておりま

す。アジアは少々遅れており、また、アメリカでの普及が進むのは最後になりますが、徐々にその

方向へと動き出しています。 

R32 も、右上グラフのように非常に急速な立ち上がりで普及率は各地域 8 割近くいっていて、これ

もアメリカが最後になるかと思います。右下のグラフように、R32 は GWP 値が他冷媒に比べ低

く、かつ充填量も下がりますので、実質的には従来使用されてきた冷媒の 4 分の 1 程度に温暖化影

響が抑えられる可能性を持っていると思っています。 
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ここからは、FUSION のお話です。われわれは具体的に、戦略経営計画でこのカーボンニュートラ

ルをどう進めていくかを定量的に展開していっています。左の図の青枠三つで、カーボンニュート

ラルが成長戦略の一つの柱になっております。 

その下に、カーボンニュートラルの目標と書いてあり、2025 年に 30%、2050 年に 50%、BAU 比

ですが、排出率をまずは下げていこうということです。これは Scope1、2 だけではなく、Scope3

も入れていますので、製品の使用時の排出量も入れて削減していこうという取り組み、あるいは目

標を決めて進めております。 

右にありますように、当然ながら工場を中心とするモノづくり、それから製品使用、廃棄時、ある

いは新事業、それから削減貢献量を拡大する、こういうところでもって取り組んでおります。 
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そのカーボンニュートラルの進捗をご紹介したいと思います。19 年がベースイヤーで、そこから

25 年目標の 30%削減の達成に向けて、青い点線が目標ラインです。ここに書いてありますよう

に、ほぼ計画どおり進捗しております。 

若干足りないのですが、これはウクライナ情勢の影響があって、電力排出係数が思ったほど下がっ

ていないことが原因と思われます。ただ、COP28 でも再生可能エネルギーを 3 倍にすると言われ

ていますので、楽観はできないのですが、その可能性はあると思っています。それが実現されなか

った場合でも、自社努力によってできるだけカバーする検討も進めております。 
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工場のカーボンニュートラルです。化学系の工場での削減はやはり難しくて少し先になるのです

が、機械系、空調やフィルターなどの工場は 2030 年にカーボンニュートラルにしていく、ゼロ工

場を目指しています。左のグラフにありますように、オレンジの線が目標ラインで、それより下回

って推移しています 

実は、2020 年、空調需要の拡大で生産量は 20%から 30%アップしているのです。CO2 は 10%削

減と、非常に急速な削減を達成できております。これは FUSION、経営計画で各地域に指示して、

一挙に対策が進んだということです。 

右に書いてありますのがその対策の例です。例えば、日本の場合は、大阪の堺市にある工場でゼロ

化を推進していますし、米国、欧州ではグリーン電力が購入しやすい制度がありますので、アメリ

カでおよそ 50%、欧州ではほぼ 100%グリーン電力を購入しています。 

それから、中国やアジアでは、自社の工場の上にできるだけソーラーパネルを設置するなどしてカ

バーし、かなりの勢いでカーボンニュートラルが進んでいると思っています。 
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ここからは参考ですが、アメリカでも、2022 年 8 月にインフレ抑制法、IRA 法が成立し、そこか

らヒートポンプ化の加速が進んでおります。また、省エネも進んでおります。 

冷媒でいきますと、AIM 法が昨年 10 月に発行され、2025 年 1 月から冷媒規制が始まることで、

古い冷媒は使えなくなるので、一挙に R32 とか、弊社は R32 で、ほかに競合として R454B がある

のですが、そちらの使用が進んでいくと思っています。 

また、アメリカでは冷媒管理についても重視されており、再生冷媒を使用することが義務づけられ

るという、非常に特徴的な規制になる可能性がございます。 
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欧州についてです。皆様ご存じだと思うのですが、Fit for 55 の中の REpowerEU 計画で、ヒート

ポンプの 3,000 万台導入を目指す話が進んでおります。 

また、EPBD という建築エネルギー規制では、昔のボイラーあるいは化石燃料の暖房は推奨しない

方向に変わっています。 

エコデザイン規制でも、ボイラーとヒートポンプは同じような尺度で評価されるとされてきてお

り、これによっても導入が進むのではないかなと思っています。 

F ガス規則では、昨年 10 月に、非常に厳しい改定案が合意されました。冷凍機あるいはヒートポ

ンプが、2025 年や 2027 年に GWP が 150 以下に規制されるので、R32 は使えなくなりますし、

将来的には HFC が禁止されることも言われており、非常に対応に苦慮しております。 

以上で全体の説明を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

門利：藤本室長、ありがとうございました。次に、COP28 参加報告を小山よりさせていただきま

す。 
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小山：渉外を担当しております、小山でございます。私からは、COP28 への参加と今後の検討課

題をご紹介させていただきます。 
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まずは、報道等で既になされている内容ではございますが、COP28 は昨年の暮れにドバイで開催

されました。約 8 万人以上来たと言われており、会場も非常に広く、多くの人で賑わっていた印象

です。 

COP28 の成果は、グローバル・ストックテイクという温室効果ガス排出削減目標の進捗の初めて

の棚卸しと、2035 年に向けて 60%削減するという国際合意がなされたところが、一つの成果だと

言われております。 

また、岸田総理もサミットの折におっしゃったように、再生可能エネルギーを 3 倍導入していくこ

と、また省エネルギーについては改善率を 2 倍に引き上げていくことを COP28 で宣言されたこと

も成果だったのではないかなと思っております。 

われわれダイキン工業としては、実は参加は初めてでして、われわれ日本人だけではなくて、グロ

ーバルメンバーと一緒になって計 13 名で、COP の会場、交渉官しか入れないエリアがあるのです

が、そちらに入り対応してきたということです。 
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実際にどのような対応をしたかを五つ挙げております。一つは、ジャパン・パビリオンということ

で、日本の環境省が主催する展示ブースがあり、そちらに初出展させていただきました。こちら

で、高効率のインバータということで、省エネルギーを訴求させていただいています。 

2 点目に、経済産業省と環境省様で、初めてと言っていいと思うのですが、両省共催のエアコンに

関するサイドイベントを開催いただき、弊社から澤井が登壇しております。 

3 点目に、13 名のメンバーそれぞれが、各国のパビリオンで行われたセミナーなり、JICA さんや

UNEP が主催したセミナーにも実際にスピーカーとして参加しております。 

4 点目に、これは後ほどご説明しますが、COP28 は初めてエアコンにフォーカスが当てられた

COP になりました。そこで Global Cooling Pledge が発出され、賛同表明しております。 

5 点目に、フランスやモロッコといった国が主導するかたちで、今度はエアコンではなくて建物全

体、建築そのものと建設、この両方に係るところで脱炭素を進めていこうと、Buildings 

Breakthrough が 12 月 6 日に発出され、こちらにも賛同表明しております。 

本日は、この中の 1、2、4 について少し掘り下げてお話しします。 
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今回省エネに非常にフォーカスが当たったと申し上げたように、COP28 に参加するまでを振り返

りますと、昨年 4 月の G7 札幌の気候・エネルギー・環境大臣会合から、実はずっと省エネルギー

はコミュニケーションの中に入ってきておりました。 

省エネルギーが脱炭素のファーストフューエル、第 1 の燃料であるということや、2 倍に効率改善

を引き上げていかなければいけないということは、実は G7、G20 の文脈ではずっと語られてきて

おりました。 

その中で、年末に COP を迎え、省エネルギーを訴求したいわれわれの立場としては最高のタイミ

ングで COP28 に出られたのではないかなと考えております。 
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COP28 のジャパン・パビリオンのブースは大きくはありませんでしたが目一杯使わせていただ

き、インバータという省エネルギー技術を実際に訴求させていただきました。木の置物がある非常

にユニークなブースです。 

インバータという技術をどのように説明すると分かっていただけるのか、また体感していただきな

がらお伝えするにはどういうツールがあるといいのか、本日は動画をお見せできないのですが、こ

の木の模型が手でくるくると回すものになっております。回すことで、インバータとインバータを

使っていないときの負荷の違いを体感していただく、そこからもう少し掘り下げた説明をさせてい

ただくといった対応をさせていただきました。 

結果的には、延べ 50 カ国以上から 1,000 名以上の方にお越しいただき、説明させていただきまし

た。1,000 人という数字は非常に多いと捉えており、ひっきりなしに人が訪れていました。特に、

エネルギー関係の各国の政府の方に訪れていただき、普段なかなかアポイントを取って会うのが難

しい方々に、実機を見ていただきながら直にお話しできたところは、非常に成果があったのではな

いかなと考えております。 
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また、サイドイベントについてです。省エネルギーというテーマともう一つ、フロン、冷媒の回収

と再生、破壊という、ライフサイクル全体の管理に私たちは取り組んでおりますが、まさにこの二

つを大きなテーマとしたパネルディスカッションを、各国の関係者を呼んでいただき、行いまし

た。 

当社は澤井から、われわれの各国においての取り組みや、先ほど藤本からもありました内容につい

て説明させていただきつつ、日本政府関係者以外に、登壇されていた IEA やアメリカの DOE、主

催国の UAE、そういった政府の方々にも直にお話しさせていただきました。これが次の人脈につ

ながるいい機会になったなと考えております。 
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冒頭申し上げた、Global Cooling Pledge です。今回、COP28 の 12 月 5 日という日がまさに

Cooling Day と位置づけられた日で、COP28 では初めてそういった扱いの日になったわけです

が、この場で Global Cooling Pledge が宣言されました。 

ここに書かれた内容は、スライドの中段に書いておりますように、特に冷房需要の増加とそれに伴

うエネルギー需要の増加で、脱炭素を進めていかなければならないときの省エネルギーの役割は非

常に大きいということで、省エネルギーの改善率を 2 倍にしていくこともあらためてメンションさ

れております。また、先ほど申し上げた、HFC をはじめとする冷媒の適正な管理も国際的に各国

で進めていこうと、この Pledge の中に記載されています。 

この Pledge には、日本やヨーロッパ、アメリカを含む 63 カ国が署名しておりますが、この

Pledge 自体のコミットメントは各国政府が行っておりますので、各国政府が守るべきものが記載

されています。 
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われわれは、この取り組みに賛同する立場を今回、この日に表明し、政府が進める政策をこれから

も後押ししていきたいと考えております。これはわれわれが今まで取り組んできたこと、これから

も取り組んでいかなければならないことに、完全にアラインしている内容だと考えております。 

 

こちらまでが、COP28 の参加の概要です。これを受けて、今後当社としてどのように取り組んで

いくか、現在の検討状況についてご説明させていただきます。 

冒頭申し上げたとおり、今回グローバル・ストックテイクということで、その決定内容がいくつか

ございます。2035 年に 60%削減するということで、各国の CO2 の削減目標の引上げは、これから

1 年あるいは 1 年半ほどかけて検討が進められていくものと考えております。 

当然、そのプロセスに日本をはじめ関わっていかなければならないのですが、特にわれわれの領域

でいきますと、今回、全てのガス、全てのセクターをパリ協定の対象に含めていくことが合意され

ています。これが、われわれの冷媒や取り組みにどのようにかかわっていくのかは、これから分析

していかなければいけないところです。 
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2 点目に、持続可能なライフスタイルへの移行ということで、わが国ではデコ活を環境省が進めて

おります。人々の行動変容も必要であろうと言われており、われわれの空調機を適切な設定温度で

使っていただくためにはどのような政策的後押しが必要なのか、そういったことを検討していける

ものになると考えております。 

3 点目に、資源循環アプローチということで、資源を有効に使うことが脱炭素に寄与すると言われ

ております。この辺りもわれわれの、例えば機器だけではなくて冷媒をどう有効に使うことが脱炭

素に貢献していけるのかに関して、より一層、政府と議論していかなければいけないと考えており

ます。 

潮流の変化とその対応につきまして、われわれは今まで様々な国際会議に出てまいりました。

COP28 は初めてだったのですが、これまではモントリオール議定書の国際会合、エアコンに閉じ

た国際会議、国際協定にも参加しています。今後については、来年アゼルバイジャンで COP29 が

ございます。 

例えば、ヒートポンプをどのように COP の中で扱っていただくのかなど、そういったところも含

め、今後よりステップアップして国際的な対応、アドボカシー、ルール形成に対応していきたいと

考えております。 

私からは以上になります。ありがとうございました。 

門利：ありがとうございました。続きまして、当社のインド市場での取り組みにつきまして上原よ

りご説明させていただきます。よろしくお願いします。 
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上原：皆さん、あらためまして本日はお集まりいただきどうもありがとうございます。私はダイキ

ンで主にアジア、新興国の空調事業を担当しております、上原でございます。 

今日は、私から「インド市場における当社の取り組み、サステナブルな事業拡大と環境配慮の両

立」ということで、最初にインド市場とダイキンインドについて紹介させていただいた後、その取

り組みについてご紹介します。 
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まず、インド市場とダイキンインドの紹介です。 

経済動向につきましては、皆さんご存じかと思いますが、インドは 2023 年に人口 14 億 2,800 万

人と、中国を上回り、世界最大の国になりました。それに伴い、経済発展も著しく、世界最大規模

の消費者市場になってきたと考えています。 

また、インド政府も海外投資を積極的に誘致し、Make in India 政策で、さまざまなインセンティ

ブを付けて製造業を中心に誘致を図っている状況です。左下にありますように、2027 年には世界

第 3 位の経済大国へ変貌すると言われています。 



 
 

 

サポート 

日本   050-5212-7790    米国   1-800-674-8375  

フリーダイアル 0120-966-744 メールアドレス support@scriptsasia.com 

26 
 

 

次に、インドの住宅用空調市場についてです。爆発的に伸びるインド国内住宅用空調市場とありま

すように、インドは、昨今熱波により死者が出るなど、高温多湿の地域が多いので、空調の潜在的

需要が非常に大きいと考えております。 

しかしながら、住宅用エアコンの普及率はわずか 7%程度にとどまっています。これから中間層が

さらに拡大することが見込まれますので、急速に需要が拡大すると見ております。 

中段は市場規模推移についてです。当社の 22 年度市場規模推定では、住宅用で約 600 万台と見て

おります。これが、25 年には 1,000 万台まで達するのではないかと見込んでいます。 

また、先ほどのモディ首相の Make in India 政策の後押しもあり、ダイキンだけではなく各社空調

メーカーもインドへどんどん積極的に投資している状況です。 



 
 

 

サポート 

日本   050-5212-7790    米国   1-800-674-8375  

フリーダイアル 0120-966-744 メールアドレス support@scriptsasia.com 

27 
 

 

次に、ダイキンインド社の概要を簡単に紹介します。ダイキンインド社は、本社がデリー近郊のグ

ルガオンにあり、空調ナンバーワンブランドに向けて地域に根ざした事業活動を展開しています。 

左側にありますように、生産開発の現地化ということで、グルガオン近郊のラジャスタン州ニムラ

ナに、2009 年に生産拠点を設立し、2012 年には生産拡大してまいりました。また、2016 年には

製品開発を現地化するなど、現地化をどんどん推進しています。その現地化推進の中で、いち早く

ローカルのジャワさんという方を社長にし、幹部の現地化も図っています。 

左下の図のように、現在インドで製造を 4 拠点、R&D センターを 2 拠点展開しております。さら

に、南のチェンナイから北に 70 キロほど行ったスリシティにさらに工場を建て、７月から既に操

業を開始している状況です。2022 年度は、日本円で 1,000 億円を超える売上になっております。 
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ダイキンインドの沿革です。2000 年にダイキン・シュリラム社としてインドに参入し、2004 年に

シュリラム社を完全に子会社化しました。 

2009 年、ジャワ社長に就任していただいて、同時にニムラナに生産拠点を立ち上げました。2012

年に住宅用空調の生産も開始し、2016 には R&D センターを設立しています。 

簡単に、インドの空調市場とダイキンインドを紹介させていただきました。 
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ここからは、サステナブルな事業拡大に向けた取り組みということで、製品面の取り組みと人材育

成面の取り組みについてご紹介します。 

2050 年に向けたダイキンの取り組みです。特に、左側にインド市場の特長を取りまとめておりま

す。まず、経済拡大による空調市場の爆発的な拡大に伴い、当然、空調の普及とともに電力消費も

拡大することで、環境負荷が大きく増えることが予想されます。 

さらに、地域ごとに異なる厳しい気候、例えば外気温度でも 50 度を超える地域もあり、単に先進

国で今使っているエアコン、例えば日本のエアコンをそのままインドへ持っていってもすぐに故障

する、寿命が短いなど、様々な問題があります。このような問題に対しても対応していかなければ

いけません。 

また、熟練労働者の不足ということで、2025 年までに 20 万人ぐらいの熟練労働者、特に施工業

者、工場の生産などの技術者もそうですが、それより現場で施工技術者が必要です。その技術者が

圧倒的に不足していることと、Make in India 政策が、大きな特徴と考えています。 
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製品面での取り組みとして、インバータ市場創造と低温暖化冷媒の普及、地域特化型製品の開発の

三つについてご紹介します。 

まず、インバータ市場創造です。インバータエアコンという言葉を聞いたことがある方は多いと思

うのですが、インバータは電流と電圧と周波数を適宜コントロールし、エアコンの心臓部にあたる

圧縮機のモーターを的確に制御することで電力消費を削減する技術です。 

このインバータエアコンを普及させるために、インド・エネルギー効率局、BEE に省エネラベル

の導入や省エネ規制値をより厳しくすることを働きかけ、インバータの普及において業界を今リー

ドしています。 

その結果、2015 年には省エネラベルが導入され、2018 年には義務化し、全てのエアコンに省エネ

ラベルを貼ることで、消費者もどのエアコンを選べば省エネであるかがすぐ分かるようになりまし

た。さらに、省エネ規制値が 2022 年に引き上げられ、よりインバータ化が進みました。今後は

2025 年にさらなる引上げが予定されています。 
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左下の図 1 のように、2022 年時点でインバータ率が 70%を超えていると言われており、2025 年

のさらなる省エネ規制値の引上げにより 90%ぐらいまでインバータ化が進むと見ています。 

 

次に、低温暖化冷媒の普及です。ダイキンは、他社に先駆けて低温暖化冷媒であります R32 を開

発し、市場に投入してまいりました。 

インドでもいち早く、2012 年に家庭用エアコンの生産を開始すると同時に、R32 冷媒を使用した

商品を投入しております。2019 年に、ダイキンは R32 の普及に努めようと R32 の特許権を不行使

し、今ではおそらく全ての空調メーカーが、家庭用エアコンでは R32 を使用していると考えてお

ります。 
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参考ですが、インバータを搭載したエアコンの効果を図にしたものです。ノンインバータ、インバ

ータではないエアコンに比べ、インバータを使うと 50%ぐらいの省エネ効果があると見込まれて

います。 

また、低温暖化冷媒、R32 は従来の R410 冷媒に比べ、地球温暖化係数が約 3 分の 1 です。インバ

ータエアコンに R32 冷媒を使った製品を市場に投入することで、相乗効果がさらに期待できると

考えております。このように、R32 冷媒のインバータエアコンの推進をインド市場で強力に進めて

きました。 
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インド市場にマッチした商品の開発についてです。インドはまだまだ電力供給が非常に不安定で、

停電が頻繁に発生します。ときには、電圧が 500 ボルトぐらいまでかかる状況もあります。その

ような状況にあわせて、ダイキンは 500 ボルトの電圧がかかっても部品が壊れない、特に壊れな

い電子基板を搭載したエアコンを販売しております。 

また、非常に道路事情も悪く、エアコンをトラックで運ぶときにガタガタガタガタ揺れ、着いた頃

にはぼろぼろになることもあり、日本で使っているフレームよりもさらに強固な分厚いタイプのフ

レームを使っています。 

大気汚染も非常に深刻で、エアコンで使用しているアルミなどが腐食されるので、インドの大気状

況でも腐食しない部品を搭載したエアコンを販売しています。 

非常に過酷な気候条件で、安易に故障しないエアコンを開発するなど、製品の開発もどんどん現地

化しています。現地化のもとにインドの市場でも壊れないエアコン、それでいてインバータエアコ

ンの普及の一番の課題はコスト、インバータを搭載することでのコストアップです。 
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さらに、インドではこういったインドの環境ならではの対応がありますので、非常にコストが上が

るのですが、それでもインドの方に使っていただけるように、インドでインバータエアコンが普及

できるようにコストダウンを強力に推進しています。この両立によって、省エネエアコンを普及さ

せていこうと考えております。 

 

次に、人材育成面の取り組みを二つご紹介します。 

ダイキンインドによる人材育成です。左下に書いていますように、この 5 年間で 20 万人ぐらいの

熟練技術者が必要で、現在は圧倒的に不足している状況です。政府も Make in India 政策で、製造

業をインドに呼び込んでおり、どうにかしなければならないと、ダイキンも学術機関や日印両政府

と協業しております。 

その中の主な取り組みとして、産学協業の研修機関の設立と、日本式モノづくり学校を通じ、

2025 年までに 15 万人の技術者をダイキンで育成していこうと取り組んでおります。 
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一つ目が、産学協業研修機関を通じた技能向上の取り組みです。大学や教育機関と連携し、2016

年以降、空調エンジニアを育成しており、2025 年までに 15 万人規模の人員を育成しようとしてお

ります。 

ダイキンだけでなく他社でもそうかとは思いますが、こういった育成を受けた方は販売店、エアコ

ンを据付するところのエンジニアとなることが多いです。ですが、それだけではなくて、各工場に

も勤めてもらおうと、われわれは産学協業の研修機関を Centre of Excellence、COE と呼んでお

り、インドで 18 の COE を開設しております。 

さらに横展開として、スリランカと、東アフリカではケニア、タンザニアにそれぞれ１つずつ

COE を既に稼働させており、2023 年度は延べ 3,000 人近い受講者に対して研修を実施しておりま

す。 
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日本式モノづくり学校、DJIME の人材育成について簡単にご紹介します。これは、日印両政府の

プロジェクトで、日本式モノづくりをインドの若者を中心に研修してもらい、インドの人材の底上

げを図ることを目的にしているプロジェクトです。他社にも声をかけられているなか、ダイキンに

も声をかけていただきまして、日本式モノづくり学校に参画しています。 

空調とモノづくりとして、座学に加えまして、ろう付けや溶接など、空調の技術を学ぶ 1 年間のコ

ースで受講していただいています。さらに、1 年間はちょっと長いと思われる方に向けて、3 カ月

の短期コースも増設し、人材育成に挑戦しています。 

インドは女性がなかなか働く機会がなかったり、農村出身者の方がなかなか教育を受けられなかっ

たりと、社会進出が限定的な一面があります。ですので、初回についてはあえて女性のみを受講対

象として、女性の技術者の育成にも努め、ジェンダーダイバーシティを推進していこうと考えまし

た。 

下にありますように、ダイキンインドのニムラナ工場は、2015 年は女性の労働者がわずか 10 名で

したが、23 年には 500 人まで増え、多くの方がこの日本式モノづくり学校からの卒業生です。 
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以上が、ダイキンが取り組んでおります、インドでのサステナブルな事業拡大に向けた取り組みで

す。 

まとめますと、省エネ規制値の引上げ等、政府への働きかけも含めて R32 冷媒のインバータエア

コンを普及させています。 

また、インド特有の事情にも負けないエアコンの開発と、そのコストアップを吸収するコストダウ

ンに努めることで、一般の方にも使っていただける省エネエアコンの普及に努めています。さらに

は、右側の DJIME や COE を通じ、熟練技術者の育成にも努めています。 

最後に、これからもダイキンはまだまだインドに投資していきますので、工場の設立、現地のロー

カルのサプライヤーなども使いながら、多くの人材を雇用し、インドの発展に貢献していきたいと

考えております。 

簡単ですが、私からの説明は以上とさせていただきます。ありがとうございました。
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質疑応答 

 

門利 [M]：これより、質疑応答のお時間とさせていただきます。ご質問のある方は挙手をお願いし

ます。 

前川 [Q]：野村證券の前川と申します。本日はどうもありがとうございます。2 問、よろしくお願

いいたします。 

1 問目は、インド市場に関してうかがいたいと思います。ご説明によると、インド市場のインバー

タ比率は 7 割とかなり高くなってきていると思います。 

ダイキンのシェアが上がる中で御社の強みが顕在化してきた結果だと思うのですが、今後の競争環

境はどうなっていくと見ておられますか。例えば中国では、ボリュームゾーンは厳しい競争で、市

場全体がレッドオーシャン化してしまっているところもあると思います。そういった状況を踏まえ

て、今後のインド市場の見通しについて教えてください。 

上原 [A]：前川さん、ありがとうございます。 

インド市場では、当社は、ボリュームゾーンでのシェア拡大を一番のメインテーマとして取り組ん

でおります。ですので、コストダウンにも積極的に取り組み、ボリュームゾーンでも十分戦える商

品の開発に取り組んでいます。 

インド市場の特徴として、ボルタス、ブルー・スターといったローカルメーカーがライバルである

ということが挙げられます。また、先ほどご説明したように、省エネ規制値もかなり上がってきて

います。そういう意味では、ダイキンの得意なインバータエアコンの土俵での戦いになってきてい

ますので、十分戦えるかなと考えております。 

ただ、これからローカルメーカーもさらに力を付けてくると思いますので、我々も、大きく 2 つの

点でもう一段の努力が必要だと考えています。 

一つはデバイスです。圧縮機やモーターといったデバイスも、ダイキンはインドで現地生産してい

きます。先ほど紹介したスリシティの新しい工場で、圧縮機やモーターの工場も同時に立ち上げ、

必要基幹部品の製造もローカル化していくと。もう一つは、サプライヤーです。サプライヤーをイ

ンドへどんどん誘致していきます。この二つをもってコストダウンと品質の両立を図って、ローカ

ルメーカーに対抗していきたいと考えています。 
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前川 [Q]：ダイキンインド社の社長がインドの空調業界の会長をやられているということでした。

御社はロビー活動も含めて、仕組みをつくっていくことが非常にお上手だと思うのですが、そうし

た取り組みについてもインドはうまくいっているのか。その辺りも、教えていただけるところがあ

ればお願いします。 

上原 [A]：インドの空調工業会の目的は、インドの空調界の発展に貢献していくということです。

省エネエアコンの普及などはインドの空調業界の発展にもつながりますので、強力に推進していく

ことで、省エネ規制値のアップなどに取り組んでいます。 

また、基幹部品を輸入しているようでは、Make in India 政策も中途半端となります。ですので、

デバイス工場へはいろいろなインセンティブを追加するよう、工業会として政府に働きかけてお

り、たとえば生産連動型のインセンティブ、PLI と呼ばれていますが、そういったインセンティブ

を取り付けるなど、われわれの目指す方向と政府が目指す方向を共有しています。われわれがやり

たいことに政府にも賛同していただいて、ということです。そこはうまくできているのではないか

なと思っています。 

前川 [Q]：2 点目に、冷媒についてうかがいたいです。アメリカは、冷媒規制が厳しくなってくる

中で、R32 については商機が広がっていくという理解でいます。一方で、R454B との競合なども

ある、この規制の決まり方で R32 に不利になるリスクがないのか。 

また、欧州についても、比較的厳しい規制が将来敷かれていくということなのでしょうが、27 年

以降を見据えたとき、自然冷媒などの革新的な冷媒は、他社も含めて出てきていない気がします。

実際、そういった代替冷媒がない中で、規制だけが厳しくなる可能性があるのか。あるいは、エア

コンでも自然冷媒を活用する可能性があるのか。 

欧州とアメリカ、それぞれでの冷媒戦略について、もう少し補足いただけるところがあればよろし

くお願いします。 

藤本 [A]：まずアメリカは、キガリ改正への批准も遅く、ようやくスタートかなと思っています。

われわれにとっては、ようやく R32 が普及できるチャンスがきたかなと思っています。競合の

R454B も優れた冷媒ですが、これは混合冷媒で、ある意味で扱いにくい冷媒、つまり空調の冷媒

回路の中で、どこでどういう比率になるか分からないなどの懸念があります。 

われわれは大きく 3 つの点で、R32 に勝機があると思っています。一つは、世界中で何億台と販売

している実績があること。二点目に、単一冷媒である R32 は、混合冷媒である R454B と比べて回
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収・再生が容易であること。三点目に、空調機の冷媒としての性能が高いため、機器をコンパクト

にできるということです。 

一方、デメリットを挙げるとすれば、温暖化係数が R454B のほうが低いということがあります

が、冷媒としての性能を踏まえたプロダクトライフサイクルで考えると、そんなに大きな差はない

のではないかと思っております。 

次に、ヨーロッパですが、非常に厳しい冷媒規制が課せられていると思っています。ただ、法律的

に決まればやらざるを得ないので、新しい冷媒の取り組み、開発を進めているところです。 

プロパンは自然冷媒として非常に優れてはいるのですが、危険な物質でもあります。メーカーがコ

ントロールできる範囲はなんとかなると思うのですが、例えば輸送する人やサービスする人、廃棄

する人など、その辺りまでメーカーがすべてコントロールすることは難しいです。ですので、そう

いった社会システムを整えてからでないとなかなか世に出せないのかなと思っています。われわれ

がガイドラインのようなものをつくって、他社も巻き込みながら進めようと思っています。 

また、プロパン以外のもっと安全な冷媒の開発も、NEDO の力を借りつつ進めている最中です。 

当面は R32 の回収再生の取組みを進め、将来的にはいろいろな可能性を見ながら、状況に合わせ

て進めていこうと、国の状況、規制に合わせてやっていこうというのが弊社の冷媒に関する考え方

です。 

前川 [Q]：R32 は回収や再生をした分は 27 年以降も使えるので、ある程度そこで時間を使いなが

ら。 

藤本 [A]：そうですね。フェーズを分けて、トランジションの取組みを進めつつ、将来を見据えた

対策も検討していくことを考えています。 

前川 [M]：分かりました。どうもありがとうございます。 

澤井 [A]：今の点で 1 点だけ補足しておきますと、F ガスのレギュレーションを 2030 年にもう一

度見直すことが条文には含まれています。ですが、今の段階では、F ガス禁止となっています。 

藤本が申し上げたように自然冷媒の活用の可能性も模索しておりますが、R290 は安全性に難があ

り、また CO2 は、機器が巨大化してしまいエネルギー効率も悪くなるなど、いろいろな問題を抱

えています。ですので、F ガスが有用であるのではないかということも含めて、2030 年に向けた

アドボカシーの方向性を、現在議論している最中です。 

門利 [M]：次、お願いします。 
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郡司 [Q]：ご説明ありがとうございます。キャピタルの郡司と申します。二つ質問があります。 

一つ目は、もし米国で政権が変わって IRA が部分的に改正された場合、どのような影響が出るの

か。仮に IRA の恩恵がなくても、消費者には、例えばより電力がセーブできるといった点で訴求で

きるような、商品そのものに売りがあるのか。まず、その点を教えていただけますか。 

藤本 [A]：ご質問ありがとうございます。 

基本的にアメリカは二極化していると思っており、政権が変わっても、自治体とか州によっては省

エネ化がかなり進むと思っています。今の大きな流れはそんなに変わらないのではないかと、もち

ろん影響は受けるのですが、全くコロッとひっくり返ることはないなと考えています。 

澤井 [A]：ダイキンが持つ商品の優位性を尋ねられたと思うのですが、何も規制がなかったらどう

かということで、アメリカの電気の価格がどう動くかにもよりますが、インバータを搭載した商品

が今までのコンベンショナルなものに比べて省エネであるのは、これはまったく変わりはないで

す。 

先ほど藤本が申し上げた R454B とわれわれの R32 の冷媒特性を考えても、われわれの R32 のほう

が熱特性も優れておると。その上で、インバータ技術、これはダイキンだけがということではない

ですが、日系メーカーはかなり先進しています。こういうものを使えば、製品そのものが持つ技術

的優位性、商品の優位性はあると考えています。 

藤本 [A]：カリフォルニア州がキーを握っているなと思っています。カリフォルニア州は CARB と

いう環境の推進部門があるので、政権が交代しても、そこがかなり強引に引っ張っていくだろうな

と思っています。それに影響されて、いろいろな州が動いていくだろうなと思っています。 

CARB とは、普段から密接に議論させていただいていますので、そういうところからアドボカシー

をかけて進めていきたいなというのが今の考えです。 

郡司 [Q]：もう一つの質問は、米国で政権交代がなされた場合、全輸入品に 10%の関税をかけるな

ど、またそういった話が出てくるかと思います。御社は最近メキシコに工場をつくるなど、サプラ

イチェーンを再構築されているイメージがございます。 

その点のリスクはないのか。もし、そういうアメリカ第一主義みたいなものが、今後どんどん進ん

でしまった場合、どういったリスクを考えればいいのかコメントいただけますか。 

澤井 [A]：以前関税をかけられたときには、メキシコ工場建設の計画はいったん凍結して、部品等

も、タイなどの東南アジア諸国から輸入するようにしました。 
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とはいえ、現在は、メキシコ工場は完成し、稼働し始めています。ですので、今年 11 月に新大統

領が決まった段階で仮に関税の話が出たとしても、メキシコでの生産を中止する選択肢はほぼない

のではないかと思っています。 

現在、一部製品については東南アジアから輸入していますので、その輸送料を考慮すると、関税が

あってもメキシコから輸入した方がよいということは将来的には十分に考えられます。現時点で

は、アジア工場の生産性はかなり高く、メキシコはこれからというところで、ハンデはあります。

ですが、長い目で見たら、メキシコでもコストを落としていける工場のつくり方をしております。

大きく方針を変える必要はないと、現時点では考えています。 

上原 [A]：ヒューストンの工場では、主力製品である住宅のユニタリーを製造しています。仮に輸

入関税がかかると、そこは、逆に当社にとって追い風にもなりえます。 

メキシコで生産している製品は、小型のルームエアコンなどが中心で、今も一部、タイやマレーシ

アの工場から送っていますので、澤井が申し上げた通り、そこについては仮に一律 10%の関税が

かかっても輸送費の部分でメリットも出ます。ですので、政権交代が起こって関税がということが

あっても、逆に有利に働くこともありうるというか、そんなに大きな影響はないかなと見ていま

す。 

郡司 [M]：大変参考になりました。ありがとうございました。 

門利 [M]：ありがとうございました。 

水野 [Q]：お世話になります。UBS 証券の水野と申します。 

まず、インドで一つうかがいたいです。最初に、ボルタスや LG、ほかのプレーヤーと比べて、価

格差はどのくらいなのかをご紹介いただいた上で、十河社長が、インドでは単なるナンバーワンで

はなくてダントツナンバーワンをねらうという話をされていらっしゃると思うので、その定義を教

えていただきたいです。あとは、それを実現するために何が必要かをご紹介ください。 

上原 [A]：質問ありがとうございます。 

われわれがインドに参入したときは韓国メーカーの LG が強かったので、ルームエアコンの販売ボ

リュームを増やしていく上でいろいろヒアリング、マーケティングをしました。様々な付加価値を

考慮した値付けを行い、現在 LG とは、10%程度の価格差だと認識しています。 

また今は、ライバルがボルタスとブルー・スターという現地メーカーに変わってきています。それ

と同時に、省エネ規制も引き上がって、市場がインバータ化されたこともあると思うのですが、ボ



 
 

 

サポート 

日本   050-5212-7790    米国   1-800-674-8375  

フリーダイアル 0120-966-744 メールアドレス support@scriptsasia.com 

43 
 

ルタスに対しても、LG と同様、10%ぐらいの価格差で販売しています。それでも、われわれはロ

ーカルメーカーを押さえて、住宅用でナンバーワンシェアとなっています。 

社長のいう圧倒的ナンバーワンにはいろいろな側面があると思っており、単に販売面だけではなく

て、製造面も含めてということだと思います。僕なりの理解ですと、住宅用だけではなくて、ビル

用や工場用など業務用でもナンバーワンをめざすと。先ほどは住宅用市場の話しかできませんでし

たが、インドは業務用市場もかなりの拡大が見込まれています。 

われわれはルームエアコンから大型までエンドトゥエンドでビジネスしていますが、ローカルメー

カーはまだまだ住宅用が中心ですので、全アプリケーションで他社を圧倒することが、おそらく圧

倒的ナンバーワンなのかと。そうすることにより、売上高で見ても他社を圧倒するナンバーワンが

実現できるのではないかなと思っています。 

水野 [Q]：二つ目の質問です。インド空調事業のマージンは今 5%程度と認識しています。まず、

その水準が正しいかの確認と、将来的に中国のような、規模の拡大と利益率の改善が両立するよう

なマーケットになるのか。先ほどのご説明ですと、住宅用のボリュームゾーンと業務用の両方をや

っていく感じに聞こえたので、中国とは少し違うのかなと思うのですが、将来的な利益率のターゲ

ットについて、例えば中国との比較などでご解説いただけるとありがたいです。 

上原 [A]：利益率は 5%よりはもう少し高いですが、中国と比べると確かに低いです。その要因

は、中国は住宅向けに高付加価値のマルチ製品を、プロショップという販売ルートを通じて戦略的

に販売していて、その分利益率が高いということです。 

先日インドの地方都市を訪問したのですが、20 年前の中国とまさに同じように、高級マンション

が建ち出し、IT 企業に勤める若者が高級マンションに住み、高級外車で出勤するといった光景が

見られました。 

中国と同じスピード、中国と同じようなかたちで富裕層が拡大していくかは、いろいろな意見があ

るかと思うのですが、少なくともこれからインドの富裕層も大きく拡大していく中で、高級志向な

ど、そういった方もどんどん増えてくると思います。インドでも、中国と同様にダイキンの専売店

を通じたマルチ商品の販売に既に取り組んでいて、年率 30%、40%程度で販売を伸ばしています。 

依然としてルームエアコンのボリュームが多いのですが、これからそういったマルチ製品や高付加

価値製品の構成比も増えていきますので、おのずと利益率もアップしていくと。今は新工場への投

資など、ちょっと先行投資型になっていますので、少し時間はかかるとは思うのですが、いずれ利

益率はどんどん改善していくと考えています。 
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水野 [M]：どうもありがとうございます。 

潘 [Q]：マッコーリー証券の潘と申します。よろしくお願いいたします。 

インド市場について、26 ページに御社のインドマーケットのシェアを開示していただき、ありが

とうございます。このマーケットシェアについて、インド市場のルームエアコンはおそらく今、

OEM ブランドを含めて、現地の EMS などでブランドが結構多くあり、おそらく 20、30 種類以上

の OEM などを通じたブランドがあって、現地の EMS の工場の生産能力も結構高いと思います。 

そのような市場環境の中で、先ほどご説明があった高付加価値の製品などに注力することで、今

後、御社のマーケットシェアはさらに高くなるのですか。シェア 2 割以上を目指されるのか。ある

いは、高付加価値を中心に、マーケットシェアではなくある程度マージンを優先される考え方です

か。 

上原 [A]：質問ありがとうございます。 

今、インド政府が Make in India という政策の中で、関税を上げています。特に基幹部品、エアコ

ンでいいますと圧縮機やモーターなど、これは関税が現状 15%ですが、これがさらに 20%、25%

ぐらいまで上がるのではないかなと言われています。 

OEM メーカーも中国やアジアから部品調達しているケースが多いのですが、関税がさらに上がっ

てくると影響を受ける会社も出てくると思いますが、ダイキンはインドで圧縮機もモーターも製造

するため、関税を回避することが出来、基幹部品も含めたローカル生産が優位になると見ていま

す。OEM メーカーにも負けないぐらいのコスト力がインドでも実現することで、シェアを上げて

いきたいと考えています。 

関税影響により、OEM メーカーも仕入れコストが上がる分、売価も上がってくるので、他社の動

向を踏まえながら、ダイキンの売価戦略により、収益性の改善も実現できるのではないかと考えて

おり、シェアアップと収益性の改善の両方が可能ではないかと考えています。 

潘 [Q]：ありがとうございます。シェアについて何か数字の目標はございますか。例えば、2 割以

上とか 3 割以上とか。 

上原 [A]：アジアではシェアが高い地域で 30%近く、低いところでも 20%ぐらいは実現しています

ので、努力目標にはなりますが、インドでも 25%、30%の水準を目指していきたいと考えていま

す。 
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潘 [Q]：追加で 1 点、PLI の現状について教えていただきたいと思います。おそらく圧縮機のコア

部品の生産についてはもっと高い政府の補助金がもらえると思いますが、既に政府から何か関税の

優遇や補助金を受けているのですか。 

上原 [A]：PLI というのは Production Linked Incentive の略称であり、生産量に合わせてインセン

ティブが出るということです。昨年 8 月に圧縮機の生産を開始して、随時ダイキンの製品に搭載さ

れていますが、8 月からの製造なので、今年度分の申請は 3 月でいったん締め切り、その間の生産

高に見合ったインセンティブをいただくことになっています。 

潘 [Q]：来年は、インセンティブの影響により、インドのマージンは高くなりそうですか。 

上原 [A]：インセンティブを直接生産コストに入れるかということはあるのですが、その分はプラ

スに当然なりますので、そういう意味ではマージンの改善にはつながります。 

潘 [Q]：2 点目は、アメリカの冷媒についてお伺いしたいと思います。御社と競合他社との冷媒戦

略の違いより、御社のマージンにどんな影響がありますか。今後、R410A が使えなくなることに

よって、高付加価値商品が浸透しやすくなることはございますか。 

また、競合他社は、R454B に転換することにより生産のコストが高くなるのか。R454B は混合冷

媒でその一部が R32 だと思いますので、R454B の生産コストはそもそも高くなるのか。これにつ

いて教えていただきたいと思います。  

藤本 [A]：R32 と競合の R454B を比べれば、R32 の方がコストは圧倒的に安いです。なぜかとい

うと、R454B は R1234yf という冷媒を混合していて、これは桁違いにコストが高いので、その分

トータルコストも高くなります。そのため、製造コストはおそらく R32 のほうが安くなるとは思

っています。 

冷媒によってマージンが変わるかという話は、冷媒のコストは全体のコストのうちの 10%以下な

ので、冷媒転換によるマージンへの影響は、多少なりともあるものの、大きな影響ではないと思っ

ています。 

潘 [Q]：コアの部分、圧縮機やモーターなどの部分、あるいはディストリビューター、インストレ

ーションをするときの技術者の経験や労働力の人数など、そういう部分のコストもまったく変わら

ないのですか。 

藤本 [A]：まず、R32 は非常にエネルギー密度が高い冷媒で、循環量がものすごく少なくてすむの

で、パイプなどをもっと細くできるのですね。ですから、材料的には非常に有利になっているの

で、そこはコストダウンに向いています。実際に、かなり昔の R410 と比べれば、ちょっと安い価
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格でつくれます。それと、一応、燃焼性が小さいながらあるので、微燃性冷媒と呼んでいて、これ

の扱いのそれなりのトレーニングがいるのですが、それは R454B でも一緒なのですね。同じ微燃

性冷媒なので、そこは差がないと思います。 

潘 [Q]：御社がアメリカで販売拡大されている、FIT は R32 冷媒に置き換わることによるメリット

はありますか。 

藤本 [A]：R32 は世界中でものすごく実績がある冷媒のため、お客様やインストーラーなど、様々

なディストリビューターが安心して使えるのが一つのメリットではないかなと思っています。 

潘 [M]：よく分かりました。ありがとうございました。 

門利 [M]：ありがとうございました。諌山さん、ご質問をお願いします。 

諌山 [Q]：ゴールドマン、諌山でございます。よろしくお願いいたします。私の質問は、アメリ

カ、インドで一つずつです。 

アメリカの今回の EPA のアップデートがあって、冷媒規制が当初予定の 25 年 1 月 1 日から一部

26 年 1 月 1 日に変更になったとのお話もあったと思います。また、冷媒の回収再生の話もあり、

コストが高いと思います。 

去年の段階だと R32 は、米国の冷媒規制による影響があるのではないかと捉えられていたが、ど

ちらかというと現状は、R454B が規制開始までに対応が間に合うのかと見られていると思う。御

社のアドボカシー活動の結果なのか分からないのですが、御社に追い風が吹いているのかなと認識

しています。 

御社は、なぜ今回、批准の日程が変更になったと考えていますか。また、先ほどは R32 冷媒に転

嫁することによるコスト影響は大きくないというお話がありましたが、R454B を使っているアメ

リカの競合他社は、R454B に転換することによるコストアップ分を、売価に転嫁する動きがある

と思うので、御社に追い風になるのか。コスト競争力等が冷媒の転換により生まれるのではないの

かなと思っています。 

あらためて今、この冷媒の議論で御社にどういう影響があったのか、どういう変化を見たのかをご

開示いただいてもよろしいですか。 

 藤本 [A]：アメリカでもキガリ改正がいずれ批准されると思っていて、われわれは随分長い間、そ

の対応の準備をしてききました。この準備とは何かというと、アメリカはすごく燃焼性のある冷媒

を嫌う国なのですね。それを、微燃性のある冷媒を使えるようにするために、いろいろな企画策定
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の委員会やガイドライン作成委員会に参加し、かなり注力して規制緩和に向けて動き、その成果が

今に至ったと思っています。それは私どもも誇りに思っていて、みんなで頑張ったなと思っていま

す。 

アメリカでの活動に加えて、世界中で R32 が普及している実績を踏まえると、当社にとっての追

い風が吹いているなと思っています。特に当社にとっての追い風は、AIM 法で再生冷媒の使用が義

務づけられる部分です。R454B は圧力の低い冷媒と圧力の高い冷媒が混合されているため、回収

再生には負荷がかかり、非常に難しいのです。は 

一方で、R32 は単一冷媒のため、混合冷媒と比較すると再生が容易なため、AIM 法の再生冷媒使

用が義務化されると、そこはかなり有利になると思っています。トータルしていきますと、敵は非

常に多いのですが、勝算は十分にあるなと思っています。 

諌山 [Q]：最終的に 25 年か 26 年に R32、R454B のどちらかだけになるわけではなく、このまま

いくと両方とも批准されるので、米国市場では R32 と R454B の両方が使われるという理解でよろ

しいですか。 

藤本 [A]：二つの冷媒が共存すると思っております。 

諌山 [Q]：競合他社が採用する R454B はコストが高いとか、ディストリビューターが苦労するか

ら値上げするというお話は、御社にプラスになりますか。また、御社は、R32 に対応する機器への

転換により、商品の付加価値がアップするため、売価アップし、ミックスが改善するという理解で

いいですか。 

藤本 [A]：これまでもインバータ搭載機器や R32 機種は値上げするなど、新商品投入時や商品の付

加価値がアップする際には売価に反映してきました。市場環境や規制動向に応じた商品展開をする

ことで、収益性もあげていきたいとと思っています。 

諌山 [Q]：インドでも、売価の話で気になることがあったのでお願いします。これは水野さんとや

り取りされていたところで気になっていた部分ですが、26 ページで、台数が 2020 年代後半に向け

て急激に増えていくことになっていますが、今のインドの 1 人当たり購買力は多分、2,000～3,000

ドルぐらいですよね。御社の売れているエアコンはどれくらいの価格帯なのですか。 

先ほど、質問のやり取りの中で、富裕層向けに高いミックスの部分が売れていてというお話もあっ

たので、マスのほうではなくて、もしかして中所得層というか、準富裕層のようなところが増えて

いて、そこで今爆発的に販売が増えていて、結果としてシェアが高くなっているのか。一般的なボ

リュームゾーンの部分が、Make in India 政策のお話等があって広がっているのか。 
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どの層で販売がすごく今伸びているのか。ボリュームゾーンでの販売拡大により、マージンを上げ

ていくのか。あるいは、高付加価値商品にシフトするのかうかがいたいと思っています。今売れて

いる商品の価格帯、どの層が中心なのか。業界というよりは御社のお話をぜひ聞きたいと思いま

す。 

上原 [A]：今、インドのルームエアコンのボリュームゾーンは、５スターまであるうち、3 スター

のインバータで、そこが一番のボリュームゾーンです。ただ、インドも普及率がまだ 7%程度で、

インドの住宅用の購買層は、どちらかというと中間層というよりは富裕層の少し下くらいまでと見

ています。 

ところが、これから中間層が拡大していくことで、この部分の販売が一気に拡大して、今 500 万

台、600 万台くらいの市場規模なのですが、25 年には 1,000 万台、30 年には 2,000 万とか 2,500

万とか言われていて、ここでは確実に中間層が拡大していくということです。 

同時に、25 年にさらに省エネ規制も上がります。ですので、家庭用のルームエアコンの中でもわ

りと高付加価値の製品が販売されますが、現状、そこまで利益率は高くない。今後、売価が上がる

ことで、ボリュームゾーンでもマージンを上げることが出来、利益率の改善をしていけるのではな

いかなと思っています。 

住宅用のマージン改善にも取り組んでいるが、インドの場合は部屋が広い分だけ能力の容量の大き

い大型のタイプが中心だが、それでも他の地域に比べると安く、US ドルで 300 ドルくらい、上の

クラスで 500 ドルといった価格帯です。フラッグシップのようなものは 1,000 ドルくらいの売価

の製品もありますが、基本的には大型の分だけ売価が高いですが、この部分はダイキンが得意とす

る分野なので、当社にとって優位だということです。 

マージンについてはさっき申し上げたとおりで、われわれは高付加価値のマルチ製品などで圧倒的

なシェアを維持しながら、中間層を含めたボリュームゾーンでも、今説明したようなことでマージ

ンを改善していきながら、シェアと収益性の両立をさせていきます。インド市場において圧倒的ナ

ンバーワンを目指したいと考えています。 

諌山 [Q]：26 ページにある 2,000 万世帯のエアコン所有のうち、中間層以上というか富裕層以上

はどれくらいなのですか。 

上原 [A]：難しいですね。定義も、大体 3,000 ドルとされていることが多いと思うので、中間層

は、3,000 ドル以上かと思います。詳しい数字はお話ししづらいですが、おそらく上位 10%くらい

がまだ購買層だと思います。 
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諌山 [M]：大変よく分かりました。ありがとうございました。 

門利 [M]：ありがとうございました。お時間の都合上、次の質問で最後とさせていただきたいと思

います。 

浅野 [Q]：本日はありがとうございました。東京海上アセットマネジメントの浅野と申します。 

9 ページ目で、御社の CO2 の削減の計画の概念図をいただいています。これまでは BAU 対比での

削減が主眼になっていて、どうしても絶対数では排出量は増えてしまうので、2030 年から 2050

年はこのグラフでいっても排出量そのもの、絶対量で減らすフェーズがくる絵になっていて、ここ

が一番大変なところなのかなと思っています。ここでの削減の取り組みとして、インバータとヒー

トポンプと冷媒の話、それに技術開発で新しい話を三つ、四ついただいています。 

数字などのイメージをいただけるか分からないのですが、2030 年から 2050 年で排出量の絶対値

を減らすときに、どの辺の貢献度が今一番大きくなるイメージですか。 

藤本 [A]：ありがとうございます。 

2030 年から 2050 年はまだ具体的な見通しまではいけていないのですが、基本的に製品でいう

と、ヒートポンプの寄与度が増えていくだろうなと思っています。というのは、インバータはすで

に普及しているため。また、業務用やビル用マルチは R32 冷媒への取り組みなどの効果効いてく

るのですが、一番大きいのはヒートポンプかなと思っています。 

また、それよりも大きく効いてくるのは、再エネがかなり動いてくるので、建築の省エネとか再エ

ネの普及によってかなり削減できるであろうと見ています。ですので、そこが急速に進む期待感は

あります。 

同時に、削減貢献量はようやく最近認められてきたので、昔は言いにくかったのですが、最近はよ

うやく言えるようになり、それだけ空調市場が拡大しているということは貢献量も増えるというこ

とですよね。ですから、もっと貢献を増やしていくという考え方です。 

小山 [A]：追加的に一つ、そもそもわれわれ、FUSION25 後半計画におきましては 2030 年までに

機械系の工場についてはゼロにすることを既に申し上げておりますし、あるいは 2030 年以降の問

題は化学の工場からの CO2 排出、これは Scope1、2 になりますが、残り 90%以上が Scope3 にな

るため、藤本はその話を申し上げたということです。 
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削減貢献量は、もちろんルールをつくるところにわれわれは参画させていただき、日本政府や

GFANZ、そういったところとの議論の場にわれわれも入らせていただいて、今まさにいろいろな

話し合いをさせていただいているところです。 

他方で、GHG プロトコルの Scope3 の、特に販売した製品の使用時の電力量から計算していく

CO2 の排出量、Scope3 の下流側とよく言っていますが、ここを計算して公開していく以上は、メ

ーカーとして本当に 50 年にニュートラルとかゼロとか言えるのかは、実は国際的な業界でも結構

みんな言っている話です。そうすると、GHG プロトコルそのものがもう少し何か見直されるの

か、あるいは開示の仕方を工夫していくのか。ここはわれわれだけではなくて、グローバルのほか

のメーカーさんとも会話していると、皆さん同じ認識を持っていらっしゃいます。 

したがって、数値として下げていくことは当然やっていきます。ただ、本来どう計算して開示差し

上げることが理に適ったものになっていくのかというルールも、まだこれからまさに見直しが行わ

れており、GHG プロトコルを今年から大幅見直しをかけると言っていますので、そちらに関して

も私たちは注目して取り組んでいきたいなと考えております。 

浅野 [Q]：あと 1 点だけ、今日の直接の課題とはなっていないのですが、CO2 の排出とか、御社は

冷媒を使われているので、TNFD がローンチした関係で生物多様性や生態系の維持に温暖化やガ

ス、化学物質は結構、ライフサイクルアセスメントのようなものをやっていると影響が大きいので

すね。 

これから TNFD 的なところにも取り組まれていくと思うのですが、御社がまず気になっている生

物多様性影響は、CO2 の影響も大きいので、その点を重視されるのか。それとも、もっとほかの

ポイントで、ガスなのか樹脂なのか。今、その方向感で気になっている部分、順位を付けていただ

くのも適切ではないかもしれませんが、何か先行的に教えていただける情報があればお願いしま

す。 

藤本[A]：TNFD はもちろん非常に気にしており、CO2 削減が一番生物多様性にも効果があると思

っていて、まずそこと連動させながら動く考え方です。TNFD というと、事業と生物多様性との関

係を分析しなければならないのですが、なかなか弊社の場合、食品メーカーなどと違って、事業に

大きく影響するところが大きくないです。ですので、われわれも生物多様性方針は、世界で森林保

護をやったり、世界の各拠点では緑化というか、ビオトープなどをいろいろやったり、そういうこ

とでやっています。 

まだ具体的に、TNFD の方向を外部に公表できるまでは煮詰まっていないです。検討は進めてまい

りたいと思います。 
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浅野 [M]：ありがとうございました。 

門利 [M]：ありがとうございました。質疑応答は以上とさせていただきます。 

最後に事務局からご連絡です。後ほどメールにてアンケートをお送りさせていただきます。大変お

手数ではございますが、ご協力いただけますと幸いです。 

以上をもちまして、サステナビリティ説明会を終了させていただきます。本日はお忙しいところ、

ご参加いただき誠にありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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